
 

1. 同時文書化制度とは 

意義／企業における合理的・効率的対応の必要性 
 

2. 移転価格税制の仕組み 

趣旨／適用対象者／対象取引（棚卸資産、IGS 等）／ 

国外関連者／独立企業原則／機能・リスク分析／算定方法 
 

3. 移転価格文書の作成 

マスターファイル／国別報告書／ローカルファイル／ 

移転価格ポリシー 
 

4. BEPS 後の移転価格文書化 

(1)文書更新 

(2)現地国での移転価格文書の作成 

(3)平成 31 年度改正 

（DCF 法、評価困難な無形資産、簡便な調整方法等） 

(4)国税及び現地国の課税庁の執行状況 

(5)企業の動向（無形資産の管理、外国企業の買収や 

事業再編に伴う移転価格上の対応） 

 

【受講者特典】  当日はテキスト書籍として、講師著『移転価格ローカルファイル 

作成実務と実践上の留意点』（清文社）を配付します。 

 
※最少催行人数に満たない場合、開催中止となる場合がございます。 

191744-0606      BEPS 後の移転価格文書化 

～ 同時文書化対応の基本を概説すると共に、 

       BEPS 後の動向と実務上の対処方針について詳細解説 ～ 

■申込・参加要領  ： 当会ホームページからお申込みください。ＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail からもお申込み頂けます。 
後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HP にてご確認いただけます。（[セミナー・会員研究会]→[よくあるご質問]） 
※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 セミナー事業グループ 担当／民秋 E-mail:tamiaki@bri.or.jp 
 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2 MFPR 麹町ビル 2Ｆ 【ＤＭ変更連絡】03-5215-3512 

 

BEPS 後の移転価格文書化 

３８，５００円（本体価格 ３５，０００円） 

開催にあたって 

2011 年 7 月から 2013 年 7 月まで、大阪国税局調査第一部にて国際調査審理官（任期付き公務
員）を務め、相当数の移転価格事案に関与する。主要著書として、『移転価格ローカルファイ
ル作成実務と実践上の留意点』（清文社）のほか、移転価格分野の論文及びセミナー多数。 

２０１９年 １２月 ９日（月） １３：３０～１７：００ 

税込・資料代含 

 

企業研究会セミナールーム（東京・麹町） 

３５，２００円（本体価格 ３２，０００円） 

BEPS プロジェクトの一環として、平成 28 年度税制改正により、移転価格文書の同時文書化制度が導入され、企業は初期
対応を終えました。一方で同時文書化制度は、毎年度の更新を要求するものであり、企業は、税法改正の他、課税庁の新
たな執行体制に対応する必要があります。また企業自体が、グローバル競争での生き残りを賭けて、最適な組織を構築す
べく模索しています。 本セミナーでは、同時文書化対応の基本を概説すると共に、上述した諸々の BEPS 後の動向と実務
上の対処方針について幅広く解説していきます。 

ジョーンズ・デイ法律事務所 弁護士・カリフォルニア州弁護士 大沢拓 氏            


